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本稿においては，1992年の「企業会計準則」の導入，1994年か

ら1996年の「企業会計準則（実施準則）」を制定するための討議資

料の公表，1997年から2001年の「企業会計準則（実施準則）」の

公布，2000年の「企業会計制度」の制定，2006年の「企業会計準

則（基本準則）」および「企業会計準則（実施準則）」の改訂を考察

対象として中国における会計制度改革について検討する。そのこと

からここにおいては，まず1992年「企業会計準則」が制定された

理由について考察する。次に，1992年「企業会計準則」が導入さ

れた後に行われた会計制度改革に基づいて，1992年以降の期間を

1992年から1996年まで（第1期），1997年から2000年まで（第2

期），2001年から2005年まで（第3期），2006年から2009年まで

（第4期）の4つの期間に区分し，それら4つの期間における会計

規制体系について明らかにする。続いて，これらの4つの期間にお

ける会計規制体系に内在している会計観を抽出するとともに，かか

る会計観の変更をもたらした要因について検討することにする。
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1. はじめに

中華人民共和国（以下，中国と略す）にお

いては，1978年に改革・開放政策が打ち出

され，その後，経済改革の深化に伴い，市場

メカニズムが導入された。そしてそれに対応

して，会計制度に対する改革が行われた。そ

の中でも，最も大きな影響を与えたのが会計

制度改革の理論的根拠を提供するために，

1992年11月に「企業会計準則」が制定され

たことである。

そして，それに続いて行われた会計制度に

おける重要な改革をかかげると以下のように

なる。まず第1は，「企業会計準則（実施準

則）」（以下，実施準則と略す）を制定するた

め，1994年2月から1996年1月にかけて30

の討議資料が公表されたことである。第2は，

1997年5月を始めとして2001年11月まで

に全部で16の実施準則が公布されたことで

ある。第3は，2000年12月に「企業会計制

度」が公布されたことである。第4は，2006

年2月に1992年「企業会計準則」を改訂し

た「企業会計準則（基本準則）」および改

訂・新設を含め38の「企業会計準則（実施

準則）」（以下，両者を併せて2006年企業会

計準則体系と称する）が公布されたことであ

る。

そこで，本稿では，まず1992年「企業会

計準則」が制定された理由について考察する。

次に，1992年「企業会計準則」が制定され

た後に行われた会計制度改革に基づいて，

1992年以降の期間を1992年から1996年ま

で（第1期），1997年から2000年まで（第2

期），2001年から 2005年まで（第3期），

2006年から2009年まで（第4期）の4つの

期間に区分して，それら4つの期間における

会計規制体系について明らかにする。続いて，

これらの4つの期間における会計規制体系に

内在している会計観を抽出するとともに，か

かる会計観の変更をもたらした要因について

検討することにする。

2. 1992年「企業会計準則」が
制定された理由

中国会計学会は1987年に「会計基本理論

および会計準則専門研究グループ」を設立し，

会計準則に関する研究を始めた。また，中国

財政部（以下，財政部と略す）も1988年に

「会計準則課題グループ」を設置して，会計

準則を制定するための研究と準備を始めた。

当該課題グループは英米において普及してい

る会計基準と類似の会計基準を開発すること

をその目的としていた（Xiao and Pan

［1995］,p.179）。

そしてその当時，1992年「企業会計準則」

が必要とされた要因として，財政部は1991

年に「企業会計準則第1号―基本準則（草

案）」（中華人民共和国財政部［1991］，「附件

二」）と同時に公表した「『企業会計準則第1

号―基本準則（草案）』説明」（中華人民共和

国財政部［1991］，「附件三」）において，次

のように述べている。すなわち，「経済改革

の深化および開放政策の実施によって，旧来

の会計制度は経済の発展に適応することがで

きず，それには以下のような問題点がある。

具体的には，それは①業種別・所有形態別の

会計制度には統一性がなく，企業間の比 可

能性に欠け，国家による経済政策の実施およ

び統制が困難であること，また多くの業種に

またがる，あるいは，多くの所有形態をもつ

企業および企業集団の要求に応えることがで

きないこと，②政府がすべての経済業務に対

する規定・統制を行っており，企業が自らの
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状況に応じて会計計算方法を設定することが

できないこと，③外国人投資者によるわが国

の会計政策および会計方法に対する理解が困

難となり，国際間の経済交流に不利となるこ

とである」（中華人民共和国財政部［1991］，

「附件三」，一）と説明されていた。

したがってこのことから，1992年「企業

会計準則」の制定に至った要因は経済改革に

よる政府の管理機能の変質および開放政策に

よる国際的調和化の必要性にあるといえる。

しかも，これらの要請に応えるためには，新

たな会計基準を自ら開発するよりも国際的に

認められている米国会計基準あるいは国際会

計基準を導入する方が簡単であることは明ら

かである。しかし，中国の当時の状況におい

ては，高度に発達した市場経済を前提として

いる米国会計基準，国際会計基準をそのまま

導入することは非現実的である。そこで，将

来に制定することを予定している実施準則の

理論的な根拠を提供するために，1992年

「企業会計準則」の制定作業がすすめられた

と考えられるのである（魏［2007a］，6-7

頁）。

このような経緯に基づいて制定された

1992年「企業会計準則」は概念フレームワ

ークと具体的な会計基準との混合物とみなす

ことができ，そこに当時の国際的に存在して

いた概念フレームワークと大きな相違を認め

ることができる（葛・杜［2003］，58頁）。

しかし，会計刊行物の中で概念フレームワー

クと会計基準とを混合して取り扱うことも可

能であり，1992年「企業会計準則」はその1

つの例であるといえる。その意味で，1992

年「企業会計準則」はその中に会計基準を含

んでいたとしても，それは概念フレームワー

クとみなすことができるのである（Xiao
 

and Pan［1995］,p.188）。

以上のことから，1992年「企業会計準則」

の制定により，中国において初めて会計基準

を導出するための概念フレームワークが形成

されることになったといえる。そしてそのこ

とから，ここにおいて会計基準に基づく会計

規制方式が採用されることになったといえる

のである。

3. 4つの期間における会計規制
体系の考察

1992年「企業会計準則」が制定された以

後に行われた会計制度改革に基づいて区分さ

れた4つの期間を取り上げ，それら4つの期

間の会計規制体系について明らかにすること

にする。

(1) 第 1期（1992年 か ら 1996年 ま
で）の会計規制体系

第1期における会計規制体系を示すと図表

１のようになる。この期間は1992年11月に

「企業会計準則」が制定された後，実施準則

を制定するために30の討議資料が公表され

た時期である。

図表1においては，『会計法』を最上位に，

1992年「企業会計準則」，「業種別企業会計

制度」，「外国投資企業会計制度」および「株

式制度試行企業会計制度」からなる3層構造

となっている。しかもここにおいては，実施

準則を制定するための討議資料は一般的な会

計問題を含むすべての会計問題に関するもの

である（魏［2007b］，4頁）。また，当時，

財政部は当該実施準則の施行にあたり，何回

かに分けて，しかも一回に多数の実施準則を，

まず特定の企業を対象に施行し，その後市場

経済の発展に伴いその適用対象を順次拡大す

るとしていたこと（中華人民共和国財政部

［1996］，一，2）から，ここではすべての企
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業を対象とする一元的な会計規制体系が採用

されているといえる。

(2) 第 2期（1997年 か ら 2000年 ま
で）の会計規制体系

第2期における会計規制体系を示すと図表

2のようになる。この期間は1997年5月を

始めとして，2000年4月までに10の実施準

則が公布された時期である。

図表2においては，『会計法』を最上位に，

1992年「企業会計準則」，「実施準則」，「業

種別企業会計制度」，「外国投資企業会計制

度」および「株式制度企業会計制度」からな

る4層構造となっている。しかしここにおい

ては，10の実施準則は主として特殊な会計

問題および財務報告問題に関するものであり，

また，そのうち6個までが上場企業をその適

用対象としていること（魏［2007b］，7頁）

から，ここでは，上場企業を対象とするもの

と上場企業以外の企業を対象とするものとい

う二元的な会計規制体系が採用されていると

いえる。

(3) 第 3期（2001年 か ら 2005年 ま
で）の会計規制体系

第3期における会計規制体系を示すと図表

3のようになる。この時期は2000年6月に

『企業財務会計報告条例』が，そして，同年

12月に「企業会計制度」が公布されるとと

もに，「企業会計制度」の施行に併せて，

2001年1月および11月に新たに6個の実施

準則が，そして，同年11月には「金融企業

会計制度」が，また，2004年4月には「小

企業会計制度」が公布された時期である。な

図表２ 第2期における会計規制体系

会計法（1993年)

企業会計準則（1992年)

企業会計準則（実施準則）（1997年～2000年)

全企業適用(4個) 上場企業適用（6個)

業種別企業会計制度

(1993年)

外国投資企業会計制度

(1992年)

株式制度企業会計制度

(1998年)

備考：網掛け部分は会計規制体系が二元化している部分である。

図表１ 第1期における会計規制体系

会計法（1993年)

企業会計準則（1992年)

企業会計準則（実施準則）討議資料（1994年～1996年)

業種別企業会計制度

(1993年)

外国投資企業会計制度

(1992年)

株式制度試行企業会計制度

(1992年)

備考：点線の部分は実施準則として公布されるには至らなかったものである。
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お，「企業会計制度」は2005年までに金融企

業および小企業を除くすべての企業に適用さ

れることになっており，「業種別企業会計制

度」，「外国投資企業会計制度」および「株式

制度企業会計制度」はそれに代替されること

になっている。

図表3においては，『会計法』を最上位に，

『企業財務会計報告条例』，1992年「企業会

計準則」，「実施準則」，「企業会計制度」，「金

融企業会計制度」および「小企業会計制度」

からなる5層構造となっている。しかもここ

においては，『企業財務会計報告条例』が

「企業会計準則」の上位に置かれることによ

り「企業会計制度」に対して法律的な合理性

を与えるとともに，「企業会計制度」の施行

に併せて新たに公布された実施準則について

は相変わらず上場企業をその適用対象として

いるものが多いこと（魏［2006］，70頁）か

ら，ここでは，上場企業を対象とするものと

上場企業以外の企業を対象とするものという

二元的な会計規制体系が採用されているとい

える。

(4) 第 4期（2006年 か ら 2009年 ま
で）

1)

の会計規制体系

第4期における会計規制体系を示すと図表

4のようになる。この期間は2006年2月に

2006年企業会計準則体系が公布された時期

である。なお，1992年「企業会計準則」と

2001年11月までに公布された16の実施準

則は2006年企業会計準則体系によって代替

されるとともに，さらに，2009年までに小

企業を除くすべての企業に対して2006年企

業会計準則体系の適用が予定されていること

から，「企業会計制度」および「金融企業会

計制度」もそれに代替されることになってい

る。

図表4においては，『会計法』を最上位に，

『企業財務会計報告条例』，2006年「企業会

計準則（基本準則）」，2006年「企業会計準

則（実施準則）」，「企業会計制度」， 金融企

業会計制度」および 小企業会計制度」からな

る5層構造となっている。しかしここにおい

ては，「企業会計制度」および 金融企業会計

制度」が2009年までに2006年「企業会計準

則（実施準則）」に代替されることになって

いること（魏［2008］，第4節）から，ここ

ではすべての企業を対象とする一元的な会計

図表３ 第3期における会計規制体系

会計法（1999年)

企業財務会計報告条例（2000年)

企業会計準則（1992年)

企業会計準則（実施準則)（1997年～2001年)

全企業適用（7個) 上場企業適用（9個)

企業会計制度

(2000年)

金融企業会計制度

(2001年)

小企業会計制度

(2004年)

備考：網かけ部分は会計規制体系が二元化している部分である。
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規制体系が採用されているといえる。

(5) 小括

以上のことから，この4つの期間における

会計規制体系の変遷を示すと，図表5のよう

になる。

4. 4つの期間における会計観の
抽出

米国財務会計基準審議会（FASB）は

1976年に討議資料『財務会計および財務報

告のための概念フレームワークに係る問題の

検討：財務諸表の構成要素およびそれらの測

定』（以下，1976年討議資料と略す）を公表

した。そしてそこにおいては，３つのアプロ

ーチを提示していた。すなわち，連携観に基

づく①資産負債アプローチ，②収益費用アプ

ローチ，と③非連携観である（FASB

［1976b］, p.35）。しかも，1976年討議資料

においては，複式記入発生主義会計は連携を

定式化したものとみなされている（FASB

［1976b］,par.82）。したがって，中国におい

ては，1992年「企業会計準則」第8条，「企

業会計制度」第9条および2006年「企業会

計準則（基本準則）」第11条において，複式

簿記により記録を行うことが規定されている

ことから，そこにおいては非連携観ではなく，

連携観に基づく資産負債アプローチと収益費

用アプローチのいずれかに立脚しているもの

と考えることができる。そこで，本節におい

図表５ 4つの期間における会計規制体系の変遷

図表４ 第4期における会計規制体系

会計法（1999年)

企業財務会計報告条例（2000年)

企業会計準則（基本準則）（2006年)

企業会計準則（実施準則）（2006年)

企業会計制度

(2000年)

金融企業会計制度

(2001年)

小企業会計制度

(2004年)

備考：点線内は2009年までに廃止されることが予定されているものである。
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ては4つの期間についてその会計観を抽出す

ることにする。

1) 資産負債アプローチと収益費用ア
プローチの本質的な相違

資産負債アプローチと収益費用アプローチ

のいずれに立脚しているのかということにつ

いて判断するためには，両者の間にある相違

について明らかにする必要がある。1976年

討議資料によれば，資産負債アプローチは企

業が所有する事物の変動を測定することを第

一の目的とするのに対して，収益費用アプロ

ーチは企業あるいはその経営者の業績である

利益を測定することを第一の目的とする

（FASB［1976b］, par.48）ことから，利益

測定の必要性と資産・負債測定の必要性が対

立するときには，２つのアプローチから利益

測定および資産・負債測定における実質的な

相違が生じることになるとする（FASB

［1976b］,par.48）。すなわち，収益費用アプ

ローチに立脚する場合には，１期間における

収益と費用の良好もしくは適切な対応をえる

ために，資産負債アプローチに立脚する場合

には拒否するようなある種の項目（しばしば

「繰延費用」「繰延収益」「引当金」と呼ぶ）

を財政状態表あるいは貸借対照表に積極的に

記載しようとする（FASB［1976b］, par.

51）。

また，かかる視点の相違から，資産負債ア

プローチと収益費用アプローチの実質的相違

は，利益概念と利益測定値にも及ぶ（FASB

［1976b］,par.55）。つまり，資産負債アプロ

ーチは資産および負債の定義に基づいて利益

を定義しているのに対して，収益費用アプロ

ーチは収益および費用の定義ならびに収益お

よび費用の関連，または「対応」によって利

益を定義している（FASB［1976b］, p.35）。

したがって，資産負債アプローチにおいては，

利益は正味資産（すなわち資産マイナス負

債）の変動額であり，それは経済的資源の属

性ならびに将来他の実体に経済的資源を引き

渡す義務の属性の各測定値における変動額を

表わしているのに対して，収益費用アプロー

チにおいては，利益は収益・費用の差額であ

り，収益・費用には，経済的資源やその引渡

し義務を表わさないが，収益と費用を適切に

対応させるために必要とみなされる諸項目が

含まれる（FASB［1976b］,par.56）。

このように，資産負債アプローチと収益費

用アプローチの実質的な相違は，①貸借対照

表項目の範囲を経済的資源またはその引渡し

義務の財務的表現としての資産・負債に限定

するか，あるいは計算擬制的項目にまで拡大

するかということ，および，②利益の本質を

正味資産の増分とみるか，あるいは収益と費

用の差額とみるかということにある（藤井

［1997］，47頁）。

2) 4つの期間における会計観の抽出

(1) 第1期における会計観の抽出

1992年「企業会計準則」における会計要

素の定義から，そこにおける会計要素の体系

を示すと次のようになる。ここでまず，資産

―負債＝所有主持分という会計等式を前提と

するとともに，収益・費用を所有主持分の変

動ととらえる場合には，

資産

(経済的資源)

負債(経済的資源の

提供を必要とする)

所有主持分

(純資産)

収益

(経営活動による営業収益）

費用

(生産経営過程における費消）

利益

(経営成果)

という資産を出発点とする連続した体系を想

定することができる。その一方で，資産－負

債＝所有主持分という会計等式を前提としつ
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つ，収益－費用＝利益という会計等式を措定

する場合には，

資産

(経済的資源)

負債(経済的資源の

提供を必要とする)

所有主持分

(純資産）

収益

(経営活動による営業収益）

費用

(生産経営過程における費消）

利益

(経営成果)

という資産・負債・所有主持分に基づく体系

と収益・費用に基づく体系を包括する体系を

想定することができる。

しかしここにおいては，利益は「企業によ

る一定期間の経営成果」と定義されており

（第44条），その本質は明示されていなかっ

た。そこで，1992年「企業会計準則」第23

条をみてみると，「資産は流動資産，長期投

資，固定資産，無形資産，繰延資産およびそ

の他の資産からなる」と規定されており，繰

延費用が資産の中に含まれていることが明ら

かになる。また，収益費用アプローチを支え

る会計原則である対応原則，歴史的原価が

1992年「企業会計準則」の一般原則の中に

含まれている（魏［2007a］，4頁）。

このことから，1992年「企業会計準則」

は基本的には収益費用アプローチに立脚して

いるものといえる。また，実施準則を制定す

るために公表された30の討議資料について

も収益費用アプローチに立脚していることが

明かになる（魏［2007b］，10頁）。以上の

ことから，第1期における会計観は収益費用

アプローチに立脚しているものといえるので

ある。

(2) 第2期における会計観の抽出

2000年4月までに公布された10の実施準

則において，資産，負債，収益についてその

定義を見出すことができる。一方，その定義

を見出すことができなかった会計要素のうち，

費用の定義については収益の定義に対応する

もの，所有主持分と利益については1992年

「企業会計準則」に基づいているものとする

と，この10の実施準則における会計要素の

体系は次のようになる。すなわち，

資産

(経済的便益の流入）

負債

(経済的便益の流出）

所有主持分

(純資産)

収益

(経済的便益の総流入)

費用

(経済的便益の総流出）

利益

(経営成果)

という資産を出発点とする連続した体系をそ

こに想定することができる。また，この10

の実施準則の中には，時価を測定基準として

いるものがある（魏［2007b］，9-10頁）。

このことから，この10の実施準則は資産

負債アプローチに立脚しているものであると

いえる。その一方で，既述したように，1992

年「企業会計準則」は収益費用アプローチに

立脚しているものである。以上のことから，

第2期における会計観は，基本的には収益費

用アプローチに立脚しつつも，実施準則にお

いて部分的に資産負債アプローチが組み込ま

れているものといえるのである。

(3) 第3期における会計観の抽出

「企業会計制度」における会計要素の定義

は『企業財務会計報告条例』のそれと同一で

あり，そして，その定義からそこにおける会

計要素の体系は次のようになる。すなわち，

資産

(経済的便益の流入)

負債

(経済的便益の流出）

所有主持分

(資産－負債)

収益

(経済的便益の総流入)

費用

(経済的便益の総流出)

利益

(経営成果)

という資産を出発点とする連続した体系をそ

こに想定することができる。また，「企業会

計制度」においては，「企業の資産はその流

動性により流動資産，長期投資，固定資産，

無形資産およびその他の資産からなる」と規
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定されており（第13条），そこにおいては

「繰延資産」は含まれていなかったが，「企業

会計制度―会計科目と財務諸表」の会計科目

表には「繰延費用」という会計科目（第27

番）が相変わらず含まれていた。

しかも，「企業会計制度」においては，収

益費用アプローチを支える会計原則である対

応原則，歴史的原価が含まれており（中華人

民共和国財政部［2000］，第十一条），また，

時価を測定基準として採用することはなかっ

た。

このことから，「企業会計制度」は，資産

負債アプローチへの大幅な傾斜が認められる

ものの，収益費用アプローチに立脚している

ものといえる。その一方で，実施準則は既述

したように，資産負債アプローチに立脚して

いるものといえる。以上のことから，第3期

における会計観は，資産負債アプローチに大

きく傾斜してはいるものの，基本的には収益

費用アプローチに立脚しつつ，実施準則にお

いて資産負債アプローチが組み込まれている

ものといえるのである。

(4) 第4期における会計観の抽出

2006年「企業会計準則（基本準則）」にお

ける会計要素に対する定義から，そこにおけ

る会計要素の体系は次のようになる。すなわ

ち，

資産

（経済的便益の流入)

負債

（経済的便益の流出）

所有主持分

（資産－負債）

収益

（所有主持分の増加）

費用

（所有主持分の減少）

利得

（所有主持分の増加）

損失

（所有主持分の減少）

↓
利益（＝収益―費用＋利得―損失）

という資産を出発点とする連続した体系をそ

こに想定することができる。

しかも，2006年「企業会計準則（基本準

則）」においては，収益費用アプローチを支

える会計原則である対応原則，歴史的原価が

削除されるとともに，測定属性として取得原

価を原則とするものの，それに加えて現在原

価，正味実現可能価額，現在価値，公正価値

が挙げられている（魏［2008］，第2節）。

このことから，2006年「企業会計準則

（基本準則）」は資産負債アプローチに立脚し

ているものといえる。また，2006年「企業

会計準則（実施準則）」も資産負債アプロー

チに立脚しているものといえる（魏［2008］，

第3節）。以上のことから，第4期における

会計観は資産負債アプローチに立脚している

ものといえるのである。

(5) 小括

以上のことから，この4つの期間における

会計観の変遷を示すと，図表6のようになる。

5. 会計観の変更をもたらした
要因についての検討

会計の基本目的が異なる場合，そこにおい

て要求される会計情報に相違が生じるという

ことについて，異論はないと思われる。その

ことから本節では，会計の基本目的の変更に

ついて検討することにより，会計観の変更を

もたらした要因について明らかにすることに

する。

(1) 会計の基本目的における変更

4つの期間における会計の基本目的の変遷

について概観することにする。

まず，第1期においては，1992年「企業

会計準則」の第11条において，基本目的と

して国家によるマクロ経済管理に役立つ会計
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情報を提供するという要請と投資者を含む企

業の利害関係者に対して会計情報を提供する

という要請の両者を満足することが挙げられ

ているものの，そこでは，前者の要請が後者

の要請よりも上位に置かれていること（魏

［2007a］，14頁）から，そこにおける基本

目的は主として国家によるマクロ経済管理に

役立つ会計情報を提供することにあるといえ

る。

また，第2期においては，公布された10

の実施準則については証券市場における会計

不正事件あるいは企業制度改革に係る問題に

対応するものが多く認められる（魏［2007

b］，15頁）ことから，その一方で，1992年

「企業会計準則」においては既述したように

主として国家によるマクロ経済管理に役立つ

情報を提供することにあることから，ここで

は国家によるマクロ経済管理に役立つ会計情

報を提供するという基本目的に，証券市場に

おいて会計情報を提供するという基本目的が

付加されることになったといえる。

続く，第3期においては，「企業会計制度」

の第11条の3において，基本目的として企

業の財務状態，経営成績およびキャッシュ・

フローに関する会計情報を提供することによ

り会計情報利用者の要請を満足することが挙

げられていることから，その一方で，1992

年 企業会計準則」においては既述したように

主として国家によるマクロ経済管理に役立つ

情報を提供することにあることから，そこに

おける基本目的は国家によるマクロ経済管理

に役立つ会計情報を提供すること，および，

会計情報利用者に会計情報を提供することに

あるといえる。

そして，第4期においては，2006年「企

業会計準則（基本準則）」の第4条において，

基本目的として財務報告の利用者に企業の財

務状態，経営成績およびキャッシュ・フロー

などの会計情報を提供することにより，経営

者の受託責任の履行状況を示すこと，ならび

に，会計情報利用者の意思決定に有用な情報

を提供することが挙げられているものの，そ

こでは，後者の目的は前者の目的を包摂する

とされていること（財政部会計準則委員会編

［2005］，253頁）から，ここにおける基本目

的は主として会計情報利用者に有用な会計情

報を提供することにあるといえる。

以上のことから，4つの期間における会計

の基本目的の変遷を示すと，図表7のように

なる。

(2) 会計情報利用者の採用する戦略に
よる会計観の相違

会計情報利用者の採用する戦略により，そ

図表６ 4つの期間における会計観の変遷
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こにおいて選択される会計観に相違が生じる

と考えることができる。例えば，公開会社の

小株主はExit（退出）戦略を採用すること

から，短期的に変動する企業価値に関する情

報を要求することになるのに対して，公開会

社の大株主と閉鎖会社の株主はVoice（発

言）戦略を採用することから，企業の経営方

針に関する要求を行うために会計情報が必要

になるのであり，そこでは長期的に平均化さ

れた企業価値に関する情報を要求することに

なる（高須［2000］，11頁）。そしてそのこ

とから，Exit（退出）戦略を採用する場合

には資産負債アプローチに基づく情報を要求

するのに対して，Voice（発言）戦略を採用

する場合には収益費用アプローチに基づく情

報を要求することになるのである（高須

［2000］，11頁）。

したがって，国家によるマクロ経済管理に

役立つ会計情報を提供するという目的に対し

ては収益費用アプローチに基づく会計情報が，

一方，会計情報利用者に意思決定に有用な会

計情報を提供するという目的に対しては資産

負債アプローチに基づく会計情報が適合する

ことになるといえる。その意味で，図表7に

おける会計の基本目的の変更と図表6におけ

る会計観の変更とはその限りにおいて論理整

合的であるといえるのである。

たしかに，中国においては，経済改革によ

り市場メカニズムが導入されるとともに，証

券市場が形成された。そして，財政部会計準

則委員会は2006年企業会計準則体系を制定

するにあたり研究を行い，その結果として，

当時
2)

の会計環境について次のような指摘を行

っている。そのうち，ここで関連のあるもの

を挙げておくと，それは，①国家がマクロ経

済を統制する国民経済管理体制にあり，国家

は多くの面において企業に対する監督，管理

および支配を行っている，②企業の所有形態

は多様であるが，その中で国有資本が主要な

ものである，③非国有経済が国民経済発展の

主流となりつつあり，集団，個人，外資など

の非国有資本が企業資本の主要な供給者とな

っているが，国民経済の中における株式会社

の地位は未だ顕著ではなく，一般投資家によ

る資本の割合も小さい，④証券市場は未だ十

分に発達しておらず，GDPに占める金融資

産の割合は小さい（財政部会計準則委員会編

［2005］，542-543頁）というものである。

このことから，この当時においても会計情

報の主要な利用者は相変わらず国家部門であ

り，証券投資者の重要性は低いことが明らか

になる。したがって，ここにおいては，資産

負債アプローチに基づく会計情報に対する要

求は限定的であり，基本的には収益費用アプ

ローチに基づく会計情報が要求されることに

なるはずである。言い換えると，既に明らか

にしたような収益費用アプローチから資産負

債アプローチへの会計観の全面的な変更，す

なわち，上場企業を対象とする補完的な会計

規制体系としての資産負債アプローチの採用

から，すべての企業を対象とする会計規制体

系における資産負債アプローチへの大幅な傾

図表７ 4つの期間における会計の基本目的の変遷

第1期

国家管

理目的 →

第2期

国家管理目的，

証券市場における

情報提供目的

→

第3期

国家管理目的，

情報利用者に対する

会計情報提供目的

→

第4期

情報利用者に対す

る有用な会計情報

提供目的
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斜およびその全面的な採用への変更はこのこ

とからは論理整合的に説明することができな

いのである。

(3) 会計観の変更をもたらした要因

以上における検討から，中国における会計

環境をめぐる状況からは，最近における会計

観の変更を論理整合的に説明することができ

ないことが明らかになった。すなわち，第1

期から第2期への会計観の変更は，証券市場

をめぐる会計問題に対応する必要性が生じて

きたことからそのことを論理整合的に説明す

ることができるのであるが，その状況に大き

な変化が生じていないにもかかわらず行われ

た第2期から第3期への会計観の変更，第3

期から第4期への会計観の変更は，それを論

理整合的に説明することはできないのである。

それでは，なぜかかる変更が生じたのであ

ろうか。中国国内における状況に変化が生じ

ていないことから，その要因は中国の国外問

題に求めざるをえないであろう。すなわち，

第2期から第3期への会計観の変更をもたら

した要因はWTOへの加盟問題であり（魏

［2006］，67-68頁），そして，第3期から第4

期への会計観の変更をもたらした要因はダン

ピング問題であったと考えられるのである

（魏［2008］，第5節）。というのは，第3期

においても第4期においても，すべての企業

を対象として資産負債アプローチの導入が図

られているからである。言い換えると，ここ

においてはすべての企業を対象として国際会

計基準との調和化を図ることが必要とされて

いたといえるのである。その意味で，最近に

おける会計観の収益費用アプローチから資産

負債アプローチへの大幅な傾斜および全面的

な移行は，対外的な要因に影響されたもので

あって，国内要因に起因するものではないと

いえる。

以上のことから，会計観の変更をもたらし

た要因について示すと，図表8のようになる。

6. おわりに

本稿においては，まず1992年「企業会計

準則」が制定された理由について考察した。

次に，1992年「企業会計準則」が制定され

た後に行われた会計制度改革に基づいて，

1992年以降の期間を4つの期間に区分し，

それら4つの期間における会計規制体系につ

いて明らかにした。続いて，これらの4つの

期間における会計規制体系に内在している会

計観を抽出するとともに，かかる会計観の変

更をもたらした要因について検討してきた。

そして，その結果をまとめると，図表9のよ

うになる。

（付記）

本研究は，2007年国際会計研究学会年次

大会の報告に加筆修正したものである。司会

の松井隆幸先生および貴重なご質問やご意見

を頂戴したフロアーの先生方に厚くお礼申し

上げます。

図表８ 会計観の変更をもたらした要因

会計観の変更 第1期から第2期 第2期から第3期 第3期から第4期

変更の要因 証券市場問題 WTO加盟問題 ダンピング問題

要因の性格 国内要因 国外要因
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附表１ 会計要素の定義の一覧表

1992年

「企業会計準則」 実施準則 企業会計制度

2006年

「企業会計準則（基本準則）」

資産 企業が所有または

支配している，貨

幣によって測定で

きる経済的資源で

ある。

過去の取引または事象

に起因する企業が所有

または支配する資源で

あり，当該資源は企業

に経済的便益の流入を

もたらす。

過去の取引または事象

に起因する企業が所有

または支配する資源で

あり，当該資源は企業

に経済的便益の流入を

もたらす。

過去の取引または事象に起因

する企業が所有または支配す

る資源であり，当該資源は企

業に経済的便益の流入をもた

らす。

負債 資産または役務の

提供を必要とする，

企業の負担する貨

幣で測定できる債

務である。

過去の取引または事象

に起因する現在の義務

であり，その義務を履

行するにあたって企業

から経済的便益の流出

が生じる。

過去の取引または事象

に起因する現在の義務

であり，その義務を履

行するにあたって企業

から経済的便益の流出

が生じる。

過去の取引または事象に起因

する現在の義務であり，その

義務を履行するにあたって企

業から経済的便益の流出が生

じる。

所有主

持分

投資者の企業の純

資産に対する所有

権である。

所有者が企業の資産に

対して享有する経済的

便益であり，その金額

は資産から負債を差し

引いた後の残余額であ

る。

資産から負債を差し引いた後

の所有者の残余請求権である。

収益 企業による商品の

販売または役務の

提供などの経営活

動によって実現し

た営業収益である。

企業が商品を販売する，

役務を提供する，また

は資産の使用権を提供

するなどの活動により

生じる経済的便益の総

流入である。

企業が商品を販売する，

役務を提供する，また

は資産の使用権を提供

することにより生じる

経済的便益の総流入で

ある。

企業の通常活動において発生

した，所有者の資本投下と関

連のない経済的便益の総流入

であり，当該経済的便益の総

流入は所有主持分の増加をも

たらす。

費用 企業の生産経営過

程において発生し

た各種の費消であ

る。

企業が商品を販売する，

役務を提供することに

より，発生した経済的

便益の流出である。

企業の通常活動において発生

した，所有者の利益分配と関

連のない経済的便益の総流出

であり，当該経済的便益の総

流出は所有主持分の減少をも

たらす。

利益 企業による一定期

間の経営成果であ

る。

企業による一定期間の

経営成果である。

企業による一定期間の経営成

果であり，利益は当期損益に

直接計上される利得および損

失を含めて，収益から費用を

差し引いた額である。
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